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府 政 防 第 ８ １ 号 

平成３１年１月３０日 

 

 

 各都道府県知事 宛 

 各指定都市市長 宛 

 

 

 

 

内閣府政策統括官（防災担当）      

 

 

 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備 

に関する法律による災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改正等の施行について 

 

 

 平成２９年地方分権改革に関する提案募集において、経済情勢の変化による市中金

利を受け、市町村（特別区を含む。以下同じ。）が災害援護資金の貸付利率を条例で引

き下げることを可能とするための制度改正を行うべきとの提案がなされたことから、

市町村の政策判断に基づき、低い利率での貸付けを可能とし、被災者ニーズに応じた

貸付けを実施できるよう、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関する法律（平成３０年法律第６６号。以下「第８次地方分

権一括法」という。）による災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改正（以下改正後

の災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号）を「法」という。）が

昨年６月２７日に公布されたところである。 

 また、災害援護資金については、平成３０年地方分権改革に関する提案募集におい

て、月賦払による提案等もあったことに加え、東日本大震災時の特例により保証人が

いない場合にあっても貸付けが認められたこと等を踏まえ、所要の改正を行った災害

弔慰金の支給等に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成３１年政令第１６号。

以下「改正令」という。）（以下改正後の災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭

和４８年政令第３７４号）を「令」という。）が本日公布されたところである。 

 これらの改正の内容は、下記のとおりであるので、御了知いただくとともに、都道

府県にあっては、管内市町村に対し周知を図っていただき、その運用に当たってよろ

しく御配慮願いたい。 
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記 

 

 

 

第１ 「災害弔慰金の支給等に関する法律」関係 

１ 法第１０条(災害援護資金の貸付け)関係 

  法第１０条第４項において貸付利率を規定しているが、据置期間経過期間後は、

延滞の場合を除き、その利率を年３パーセント以内で条例で定める率とするもので

ある。 

  条例で定める率についての考え方であるが、東日本大震災時の特例による災害援

護資金の貸付利率（保証人を立てる場合は無利子、保証人を立てない場合は年１．

５パーセント）や、他の福祉制度における貸付金の利率（例えば、母子父子寡婦福

祉資金貸付金等）を参考にすることも考えられる。加えて、貸付利率の設定に当た

っては、年３パーセント以内であることを条例に明記した上であれば、「規則で定

める率」等として、別途定めることとすることも可能である。 

なお、条例で定める率である貸付利率は災害援護資金の事務費に充てられること

に鑑み、市町村において十分慎重に検討されるべきことに留意すること。 

  また、条例及び条例施行規則の規定例については別紙のとおりである。参考にさ

れたい。 

 

２ 施行期日及び経過措置関係 

  第８次地方分権一括法附則第１条第４号により、施行期日は平成３１年４月１日

とされている。 

  なお、第８次地方分権一括法附則第２条に経過措置が定められており、改正され

る法第１０条第４項の規定は、平成３１年４月１日以後に生じた災害により被害を

受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じ

た災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて

は、なお従前の例によることとされている。 

  これは、同一災害に起因する災害援護資金の貸付条件の平等性を図るためのもの

である。 

 

第２ 「災害弔慰金の支給等に関する法律施行令」関係 

１ 令第７条（災害援護資金の限度額及び償還方法）関係 

  令第７条第３項において、災害援護資金の償還方法を規定しているが、年賦償還、

半年賦償還に加え、月賦償還を追加するものである。 

  令第７条第４項において、年賦償還、半年賦償還は元利均等償還によることを原

則とされているが、月賦償還も元利均等償還によることを原則とするものであるこ

とを規定したものである。 
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  なお、この点については、経過措置が特段定められていないことから、既に市町

村が貸し付けた災害援護資金についても適用することができることに留意するこ

と。 

 

２ 改正前の第８条（保証人）関係 

  改正前の第８条（保証人）については削除することした。これは、東日本大震災

時の特例により保証人がいない場合であっても災害援護資金の貸付けが認められ

た経緯を踏まえ、保証人を附すかどうかについては、市町村の判断で条例で定める

ことが適切であることから、削除したものである。 

  なお、改正令附則第２項に経過措置が定められており、改正令の施行の日（平成

３１年４月１日）前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援

護資金の貸付けについては、この政令による改正前の第８条（保証人）の規定は、

なおその効力を有するとされている。これにより、平成３１年４月１日以前に生じ

た災害に関する災害援護資金については、東日本大震災時の特例措置を除き、なお

保証人が必須であることを明確にしたものである。 

  また、保証人を附すかどうかについての考え方であるが、保証人を附さないとし

た場合、貸倒れの危険性が高まり、債権回収が困難になる場合もあり得ることが想

定されるところである。この場合、法第１１条及び法第１２条の規定により、借受

人（又はその保証人）が全額を償還したか否かに関わらず、①指定都市を除く市町

村にあっては都道府県に対して、②都道府県又は指定都市にあっては国に対して、

それぞれ償還期限到来時に貸付金の残額の全てにつき償還を完了するとされてい

ることを踏まえ、保証人の要否は慎重に判断されたい。なお、東日本大震災の特例

（保証人がいる場合は無利子、保証人がいない場合は有利子）を参考にすることも

考えられる。 

条例及び条例施行規則の規定例については別紙のとおりである。参考にされたい。 

 

３ 令第８条（一時償還）関係 

  改正前の第８条（保証人）の規定が削除されたことに伴い、条番号を整理したも

のである。 

 

４ 令第９条（違約金）関係 

  違約金を延滞元利金額につき年１０．７５パーセントの割合で徴収することとさ

れているが、市中金利の動向等を踏まえ、年５パーセントの割合で徴収するものと

する。 

  なお、改正法附則第３項に経過措置が定められており、令第９条の年５パーセン

トの割合は、施行日（平成３１年４月１日）以後の期間に対応するものについて適

用し、施行日前の期間に対応するものについては、なお従前の例（年１０．７５パ

ーセントの割合）が適用されるものである。 
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５ 令第１０条（償還金の支払猶予）関係 

  改正前の第８条（保証人）の規定が削除されたことに伴い、条番号を整理したも

のである。 

 

６ 令第１１条（法第１３条第１項ただし書に規定する政令で定める場合）関係 

  改正前の第８条（保証人）の規定が削除されたことに伴い、条番号を整理したも

のである。また、保証人の規定ぶりを整理したものである。 

 

７ 令第１２条（都道府県の貸付金の償還期間）、令第１３条関係（国の貸付金の償還

期間）、令第１４条関係（法第１４条の規定による償還金の償還方法）、令附則第２

項関係及び第３項関係 

改正前の第８条（保証人）の規定が削除されたことに伴い、条番号を整理したも

のである。 

 

８ 改正令附則第４項（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関

する法律の厚生労働省関係規定の施行等に関する政令の一部改正）関係 

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の厚生労

働省関係規定の施行等に関する政令（平成２３年政令第１３１号）において、令の

条文番号を引用しており、改正前の第８条（保証人）の規定が削除されたことに伴

い、条番号及び適用関係を整理したものである。 
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（別紙１） 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例（例） 

 
［１．貸付利率を一定の利率とし、保証人を不要とする場合］ 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和  年条例第  号）の一部を次のよう

に改正する。 
 
第  条中「３パーセント」を「○パーセント」に改める。 
 
第  条第１項中「又は、半年賦償還」を「、半年賦償還又は月賦償還」に改め

、同条第３項中「、保証人」を削り、「第12条」を「第11条」に改める。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この条例による改正後の災害弔慰金の支給等に関する条例第  条及び第  

条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害により被害を受けた世

帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害

により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについては、な

お従前の例による。 
 
 
［２．貸付利率を一定の利率とし、保証人を必須とする場合］ 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和  年条例第  号）の一部を次のよう

に改正する。 
 
第  条の見出し中「利率」の下に「及び保証人」を加え、同条第１項中「３パ

ーセント」を「○パーセント」に改め、同条に次の２項を加える。 
２ 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てなければならない

。 
３ 前項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担する

ものとし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 
 
第  条第１項中「又は、半年賦償還」を「、半年賦償還又は月賦償還」に改め

、同条第３項中「、保証人」を削り、「第12条」を「第11条」に改める。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の災害弔慰金の支給等に関する条例第  条及び第  

条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害により被害を受けた世

帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害

により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについては、な

お従前の例による。 
 
 
［３．貸付利率を保証人の有無に連動させて設定する場合］ 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和  年条例第  号）の一部を次のよう

に改正する。 
 
第  条の見出し中「利率」の上に「保証人及び」を加え、同条中「災害援護資

金は」の下に「、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない場合は」

を加え、「３パーセント」を「○パーセント」に改め、同条を同条第２項とし、同項

の前に次の１項を加える。 
災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

 
第  条に次の１項を加える。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担す

るものとし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 
 
第  条第１項中「又は、半年賦償還」を「、半年賦償還又は月賦償還」に改め

、同条第３項中「、保証人」を削り、「第12条」を「第11条」に改める。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この条例による改正後の災害弔慰金の支給等に関する条例第  条及び第  

条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害により被害を受けた世

帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害

により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについては、な

お従前の例による。 
 

※ 保証人を立てない場合の貸付利率を有利子とすることも可。 
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（別紙２） 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（例） 

 
［１．貸付利率を一定の利率とし、保証人を不要とする場合］ 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和  年規則第  号）の一部を

次のように改正する。 
 
第６条第１項第６号を削る。 
 
第９条中「保証人の連署した」及び「及び保証人」を削る。 
 
第17条中「又は保証人」を削る。 
 
別紙様式第２号、別紙様式第３号、別紙様式第５号、別紙様式第７号、別紙様式

第10号、別紙様式第13号及び別紙様式第16号を次のように改める。 
別紙様式第２号 （略） 
別紙様式第３号 （略） 
別紙様式第５号 （略） 
別紙様式第７号 （略） 
別紙様式第10号 （略） 
別紙様式第13号 （略） 
別紙様式第16号 （略） 

 
別紙様式第14号及び別紙様式第15号中「10.75％」を「５％」に改める。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この規則は、平成31年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この規則による改正後の災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の規定は、

この規則の施行の日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災

害援護資金の貸付けについては、適用しない。 
 
 

［２．貸付利率を一定の利率とし、保証人を必須とする場合］ 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和  年規則第  号）の一部を

次のように改正する。 
 
別紙様式第２号中「１ 年賦 ２ 半年賦」を「１ 年賦 ２ 半年賦 ３ 月

賦」に改める。 
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別紙様式第３号中「年賦・半年賦」を「年賦・半年賦・月賦」に、「３パーセント

」を「○パーセント」に改める。 
 
別紙様式第５号中「３パーセント」を「○パーセント」に、「年賦・半年賦」を「

年賦・半年賦・月賦」に、「災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する法

律」を「災害弔慰金の支給等に関する法律」に改める。 
 
別紙様式第７号中「１ 年賦 ２ 半年賦」を「１ 年賦 ２半年賦 ３ 月賦

」に改める。 
 
別紙様式第13号中「年賦・半年賦」を「年賦・半年賦・月賦」に改める。 
 
別紙様式第14号及び別紙様式第15号中「10.75％」を「５％」に改める。 
 

附 則 
この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

 
 

［３．貸付利率を保証人の有無に連動させて設定する場合］ 

 
災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和  年規則第  号）の一部を

次のように改正する。 
 
第６条第１項第６号中「保証人」の上に「保証人を立てる場合は、」を加える。 
 
第９条中「保証人の連署した借用書」を「借用書（保証人を立てる場合は、保証

人の連署した借用書）」に、「及び保証人の印鑑証明書」を「の印鑑証明書（保証人

を立てる場合は、借受人及び保証人の印鑑証明書）」に改める。 
 
別紙様式第２号中「１ 年賦 ２ 半年賦」を「１ 年賦 ２ 半年賦 ３ 月

賦」に改める。 
 
別紙様式第３号中「年賦・半年賦」を「年賦・半年賦・月賦」に、「３パーセント

」を「○パーセント」に改める。 
 
別紙様式第５号中「３パーセント」を「○パーセント」に、「年賦・半年賦」を「

年賦・半年賦・月賦」に、「災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する法

律」を「災害弔慰金の支給等に関する法律」に改める。 
 
別紙様式第７号中「１ 年賦 ２ 半年賦」を「１ 年賦 ２ 半年賦 ３ 月

賦」に改める。 
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別紙様式第13号中「年賦・半年賦」を「年賦・半年賦・月賦」に改める。 
 
別紙様式第14号及び別紙様式第15号中「10.75％」を「５％」に改める。 
 

附 則 
（施行期日） 

１ この規則は、平成31年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この規則による改正後の災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の規定は、

この規則の施行の日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災

害援護資金の貸付けについては、適用しない。 
 
 

 

 

 



（参考１） 

○ 災害弔慰金の支給等に関する条例準則 新旧対照表 

                                                                              （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

［１．貸付利率を一定の利率とし、保証人を不要とする場合］ 

 

（利率） 

第 14条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経

過後はその利率を延滞の場合を除き年○パーセントとする。 

 

（償還等） 

第 15条 災害援護資金は、年賦償還〔、半年賦償還又は月賦償還〕

とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸

付けを受けた者は、いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払い猶予について

は、法第 13条第１項、令第８条から第 11 条までの規定によるも

のとする。 

 

［２．貸付利率を一定の利率とし、保証人を必須とする場合］ 

 

（利率及び保証人） 

第 14条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経

過後はその利率を延滞の場合を除き年○パーセントとする。 

２ 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てな

ければならない。 

３ 前項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して

債務を負担するものとし、その保証債務は、令第９条の違約金を

 

 

（利率） 

第 14条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経

過後はその利率を延滞の場合を除き年３パーセントとする。 

 

（償還等） 

第 15条 災害援護資金は、年賦償還〔又は、半年賦償還〕とする。 

 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸

付けを受けた者は、いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払い猶予

については、法第 13条第１項、令第８条から第 12条までの規定に

よるものとする。 

 

 

 

（利率） 

第 14条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経

過後はその利率を延滞の場合を除き年３パーセントとする。 

 

 

 

 



包含するものとする。 

 

（償還等） 

第 15条 災害援護資金は、年賦償還〔、半年賦償還又は月賦償還〕

とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸

付けを受けた者は、いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払い猶予について

は、法第 13条第１項、令第８条から第 11 条までの規定によるも

のとする。 

 

［３．貸付利率を保証人の有無に連動させて設定する場合］ 

 

（保証人及び利率） 

第 14条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を

立てることができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人

を立てない場合は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後は

その利率を延滞の場合を除き年○パーセントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯し

て債務を負担するものとし、その保証債務は、令第９条の違約金

を包含するものとする。 

※ 保証人を立てない場合の貸付利率を有利子とすることも可。 

 

（償還等） 

第 15条 災害援護資金は、年賦償還〔、半年賦償還又は月賦償還〕

とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸

 

 

（償還等） 

第 15 条 災害援護資金は、年賦償還〔又は、半年賦償還〕とする。 

 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸

付けを受けた者は、いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払い猶予

については、法第 13条第１項、令第８条から第 12条までの規定

によるものとする。 

 

 

 

（利率） 

第 14条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経

過後はその利率を延滞の場合を除き年３パーセントとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（償還等） 

第 15条 災害援護資金は、年賦償還〔又は、半年賦償還〕とする。 

 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸



付けを受けた者は、いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払い猶予について

は、法第 13条第１項、令第８条から第 11 条までの規定によるも

のとする。 

付けを受けた者は、いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払い猶予

については、法第 13条第１項、令第８条から第 12条までの規定

によるものとする。 

 

  



（参考２） 

○ 災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則準則 新旧対照表 

                                                                              （下線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

［１．貸付利率を一定の利率とし、保証人を不要とする場合］ 

 

（借入れの申込） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けよ

うとする者（以下「借入申込者」という。）は、次に掲げる事項

を記載した借入申込書（別紙様式第２号）を、市〔区・町・村〕

長に提出しなければならない。 

(1) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(2) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

（削る）  

(3) 前各号に掲げるもののほか、市〔区・町・村〕長が必要と

認める事項 

２ 借入申込書には次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1) 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の

療養見込期間及び療養概算額を記載した診断書 

(2) 被害を受けた日の属する前年（当該被害を１月から５月ま

での間に受けた場合にあっては前々年とする。以下この号に

おいて同じ。）において、他の市町村に居住していた借入申

込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村

長の証明書 

(3) その他市〔区・町・村〕長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の

翌月１日から起算して３月を経過する日までに提出しなければ

ならない。 

 

 

（借入れの申込） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けよ

うとする者（以下「借入申込者」という。）は、次に掲げる事項

を記載した借入申込書（別紙様式第２号）を、市〔区・町・村〕

長に提出しなければならない。 

(1) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(2) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

(3) 保証人となるべき者に関する事項 

(4) 前各号に掲げるもののほか、市〔区・町・村〕長が必要と

認める事項 

２ 借入申込書には次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1) 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の

療養見込期間及び療養概算額を記載した診断書 

(2) 被害を受けた日の属する前年（当該被害を１月から５月ま

での間に受けた場合にあっては前々年とする。以下この号に

おいて同じ。）において、他の市町村に居住していた借入申

込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村

長の証明書 

(3) その他市〔区・町・村〕長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の

翌月１日から起算して３月を経過する日までに提出しなければ

ならない。 



 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、すみやかに、借用書

（別紙様式第５号）に、資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」

という。）の印鑑証明書を添えて市〔区・町・村〕長に提出しな

ければならない。 

 

（氏名又は住所の変更届等） 

第 17条 借受人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載し

た事項に異同を生じたときは、借受人はすみやかに、その旨を市

〔区・町・村〕長に氏名等変更届（別紙様式第 16号）に提出し

なければならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親

族が代わってその旨を届け出るものとする。 

 

［２．貸付利率を一定の利率とし、保証人を必須とする場合］ 

 

※ 改正不要 

 

［３．貸付利率を保証人の有無に連動させて設定する場合］ 

 

（借入れの申込） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けよ

うとする者（以下「借入申込者」という。）は、次に掲げる事項

を記載した借入申込書（別紙様式第２号）を、市〔区・町・村〕

長に提出しなければならない。 

(1) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(2) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

(3) 保証人を立てる場合は、保証人となるべき者に関する事項 

 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、すみやかに、保証人

の連署した借用書（別紙様式第５号）に、資金の貸付けを受けた

者（以下「借受人」という。）及び保証人の印鑑証明書を添えて

市〔区・町・村〕長に提出しなければならない。 

 

（氏名又は住所の変更届等） 

第 17 条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用

書に記載した事項に異同を生じたときは、借受人はすみやかに、

その旨を市〔区・町・村〕長に氏名等変更届（別紙様式第 16号）

に提出しなければならない。ただし、借受人が死亡したときは、

同居の親族又は保証人が代わってその旨を届け出るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（借入れの申込） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けよ

うとする者（以下「借入申込者」という。）は、次に掲げる事項

を記載した借入申込書（別紙様式第２号）を、市〔区・町・村〕

長に提出しなければならない。 

(1) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(2) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

(3) 保証人となるべき者に関する事項 



(4) 前各号に掲げるもののほか、市〔区・町・村〕長が必要と

認める事項 

２ 借入申込書には次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1) 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の

療養見込期間及び療養概算額を記載した診断書 

(2) 被害を受けた日の属する前年（当該被害を１月から５月ま

での間に受けた場合にあっては前々年とする。以下この号に

おいて同じ。）において、他の市町村に居住していた借入申

込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村

長の証明書 

(3) その他市〔区・町・村〕長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の

翌月１日から起算して３月を経過する日までに提出しなければ

ならない。 

 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、すみやかに、借用書

（保証人を立てる場合は、保証人の連署した借用書）（別紙様式

第５号）に、資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）

の印鑑証明書（保証人を立てる場合は、借受人及び保証人の印鑑

証明書）を添えて市〔区・町・村〕長に提出しなければならない。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、市〔区・町・村〕長が必要と

認める事項 

２ 借入申込書には次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1) 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の

療養見込期間及び療養概算額を記載した診断書 

(2) 被害を受けた日の属する前年（当該被害を１月から５月ま

での間に受けた場合にあっては前々年とする。以下この号に

おいて同じ。）において、他の市町村に居住していた借入申

込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村

長の証明書 

(3) その他市〔区・町・村〕長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の

翌月１日から起算して３月を経過する日までに提出しなければ

ならない。 

 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、すみやかに、保証人

の連署した借用書（別紙様式第５号）に、資金の貸付けを受けた

者（以下「借受人」という。）及び保証人の印鑑証明書を添えて

市〔区・町・村〕長に提出しなければならない。 
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鏡
台

障
子

品
名

現
在

購
入

に
被

害
額

品
名

扇
風

機

石
油

ス
ト

ー
ブ

電
気

や
ぐ

ら
こ

た
つ

電
気

冷
蔵

庫

電
気

・
ガ

ス
炊

飯
器

電
気

洗
た

く
機

本
箱

・
本

だ
な

食
器

・
戸

だ
な

照
明

器
具

品
名

現
在

購
入

に
被

害
額

要
す

る
費

用

じ
ゅ

う
た

ん

腰
掛

机
ふ

す
ま

小
計

食
卓

・
茶

ぶ
台

そ
の

他
被

害
の

あ
っ

た
家

財
げ

た
箱

現
在

購
入

に
被

害
額

要
す

る
費

用
要

す
る

費
用



○
○

市
〔

区
・

町
・

村
〕

長
　

殿

平
成

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

借
入

申
込

者
㊞

　
上

記
の

借
入

れ
に

対
し

，
連

帯
し

て
債

務
を

負
担

し
ま

す
。

平
成

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

連
帯

保
証

人
㊞

柱
時

計

目
覚

し
時

計
小

計

紳
士

用
腕

時
計

合
計

　
上

記
の

と
お

り
災

害
援

護
資

金
を

借
入

れ
た

く
申

し
込

み
ま

す
。

況

自
転

車

テ
レ

ビ

害

ラ
ジ

オ



別紙様式第３号（規則第８条第１項関係） 

第   号 

平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印 

    殿 

       災害援護資金貸付決定通知書 

 平成  年  月  日お申込みになりました災害援護資金は、下記のとおり

貸付けを決定いたしましたのでお知らせします。 

記 

 貸付番号   第      号 

 貸付金額          円 

 据置期間   年  月  日から  年  月  日まで 

 償還期間   年  月  日から  年  月  日まで 

 償還方法   年賦・半年賦・月賦 

 利  子   年３パーセント 

資金をお渡しする日と手続について 

１ 貸付金交付日  平成  年  月  日 

２ 場   所 

３ ご持参なさるもの 

 (1) この通知書 

 (2) 同封の借用書 

 (3) あなたの印鑑 

 (4) あなたと保証人の印鑑証明書各一通 

 

  
（注）点線内は貸付けに当たり保証人を不要とする

場合は削除するものとする。 



別紙様式第４号（規則第８条第２項関係） 

第   号 

平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印  

    殿 

災害援護資金貸付不承認決定通知書 

 平成  年  月  日お申込みになりました災害援護資金は次の理由で不承

認となりましたのでお知らせします。 

(不承認の理由) 

  



別紙様式第５号（規則第９条関係） 

貸付決定番号      号 

災 害 援 護 資 金 借 用 書 

借用金額          円 

利  子   年３パーセント 

据置期間   年  月  日から  年  月  日まで 

償還期間   年  月  日から  年  月  日まで 

償還方法   年賦・半年賦・月賦 

 上記の通り借用いたします。 

 ついては、災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付けに関する法律災害弔慰

金の支給等に関する法律及びこれに基づく命令等の定めるところに誠実に従い、

相違なく償還いたします。 

   平成  年  月  日 

               住   所 

               借受人氏名               ㊞ 

               住   所 

               保証人氏名               ㊞ 

 

  

（注）点線内は貸付けに当たり保証人を不要とする

場合は削除するものとする。 



別紙様式第６号（規則第 12 条関係） 

繰 上 償 還 申 出 書 

 下記のとおり災害援護資金の繰上償還を行います。 

   平成  年  月  日 

               借受人 住 所 

                   氏 名             ㊞ 

   市〔区・町・村〕長 殿 

記 

 貸付番号 

 借受人氏名 

 貸付けを受けた日 

 貸付けを受けた金額 

 償還期限 

 償還金額 

 償還未済額 

 繰上償還をする日 

 繰上償還をする金額 

 

  



別紙様式第７号（規則第 13 条第１項関係） 

償 還 金 支 払 猶 予 申 請 書 

 下記のとおり償還金の支払猶予を申請いたします。 

   平成  年  月  日 

            借 受 人 住 所 

                  氏 名              ㊞ 

            連帯保証人 住 所 

                  氏 名              ㊞ 

市〔区・町・村〕長 殿 

 
申請の理由 
(具体的に) 

 

 

貸付の条件 
 
借入 
金額 

円 

 
貸付 
番号 

 

 
据置 
期間 

 

１       ３年 

 

２       ５年 希望猶 
予期間 
等 

カ月 

ただし 

  平成 年 月 日 

  第  回償還以降 

 
償還 
方法 

 

１ 年賦   

２ 半年賦 

３ 月賦 

 
償還 
期間 
 

平成 年 月 日から 

 

平成 年 月 日まで 

 
変更後 
の償還 
期間 

平成 年 月 日から 

 

平成 年 月 日まで 

支払猶予期 

 

 

間 の 根 拠 

(変更後の償還期日に支払が可能と認められる具体的な理由) 

 

 

（注）点線内は貸付けに当たり保証人を不要とする

場合は削除するものとする。 



別紙様式第８号（規則第 13 条第２項関係） 

 第   号 

   平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印  

          殿 

支 払 猶 予 承 認 通 知 書 

 平成  年  月  日申出のあった償還金の支払猶予については、次の通り

承認となったのでお知らせいたします。 

  支払猶予承認期間  年  月  日から  カ月 

  変更後の償還期間  年  月  日から  年  月  日まで 

 

  



別紙様式第９号（規則第 13 条第３項関係） 

 第   号 

   平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印  

          殿 

支払猶予不承認通知書 

 平成  年  月  日申出がありました償還金の支払猶予につきましては、

次の理由で不承認となりましたので、当初の計画により償還されるようお願い致

します。 

 (不承認の理由) 

 

 

 

  



別紙様式第 10 号（規則第 14 条第１項関係） 

違 約 金 支 払 免 除 申 請 書 

 下記のとおり違約金の支払免除を申請します。 

  平成  年  月  日 

            借 受 人 住 所 

                  氏 名              ㊞ 

            連帯保証人 住 所 

                  氏 名              ㊞ 

市〔区・町・村〕長 殿 

記 

 

貸 付 番 号  

支払免除を申請する違約金の金額 円 

内 

 

容 

回 数 期 別 元 金 利 子 
申請日まで 

の違約金 

 年 月期    

違約金の支払免除を要する具体的な理由  

 

  

（注）点線内は貸付けに当たり保証人を不要とする

場合は削除するものとする。 



別紙様式第 11 号（規則第 14 条第２項関係） 

 第   号 

   平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印  

          殿 

違約金支払免除承認通知書 

 平成  年  月  日に申出のありました違約金の支払免除につきましては、

下記の通り承認されましたのでお知らせいたします。 

記 

 平成  年  月  日償還予定の第  回償還金元金  円、利子 

円に係る平成  年  月  日における違約金  円の支払いを免除致します。 

 

  



別紙様式第 12 号（規則第 14 条第３項関係） 

 第   号 

   平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印  

          殿 

違約金支払免除不承認通知書 

 平成  年  月  日に申出のありました違約金の支払免除につきましては、

次の理由で不承認となりましたのでお知らせいたします。 

 (理由) 

 なお、あなたの平成  年  月  日償還予定の第  回償還金（元利合計 

   円）に係る違約金は平成  年  月  日現在   円となっておりま

すので至急償還を願います。 

 

 

 

  



別紙様式第 13 号（規則第 15 条第１項関係） 

災害援護資金償還免除申請書 

貸 付 
番 号 

 

借受人 
氏 名 

 
貸付けを 
受けた日 

平成 年 月 日 
貸付 
金額 

円 

償 還 
方 法 

年賦・半年賦 
・月賦 

償還期限 平成 年 月 日 
償還 
金額 

円 

免 除 
申請願 

円（償還未済額の 
全 部 
一部で 

円） 

免除申請理由及び理由発生 
年月日又は理由継続期間 

 

免 

除 

申 

請 

者 

フリガナ  

男・女 

明治 
大正 
昭和 
平成 

年  月  日生 
氏  名  

現 住 所  

本  籍  

借受人との関係  職業  

勤務先及び所在地  

 

相
続
人 

 

借
受
人
又
は
そ
の 

フリガナ  

男・女 

明治 
大正 
昭和 
平成 

年  月  日生 
氏  名  

現 住 所  
借受人と 
の続柄 

 

職  業  
勤務先及 
び所在地 

 

保
証
人 

フリガナ  

男・女 

明治 
大正 
昭和 
平成 

年  月  日生 
氏  名  

現 住 所  
借受人と 
の関係 

 

職  業  
勤務先及 
び所在地 

 

  上記のとおり災害援護資金の償還を免除されたく申請します。 

    平成  年  月  日 

               免除申請者              ㊞ 

   市〔区・町・村〕長 殿 

 
（注）点線内は貸付けに当たり保証人を不要とする

場合は削除するものとする。 



別紙様式第 14 号（規則第 15 条第３項関係） 

 第   号 

   平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印  

         殿 

災害援護資金償還免除承認通知書 

 平成  年  月  日申出のあった災害援護資金の償還免除については、次

のとおり行うことになりましたのでお知らせいたします。 

 (承認内容) 

 全部免除・一部免除 

 申請日現在の償還未済額              元 金     円 

利 子     円 

違約金     円 

 償還を免除した額                 元 金     円 

利 子     円 

違約金     円 

 申請日現在の状況で今後償還を必要とする額     元 金     円 

利 子     円 

違約金     円 

合 計     円 

 償還未済額がある場合は、定められた償還期間経過により、償還未済額につき

年 10.75５％の率で違約金がさらに加算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式第 15 号（規則第 15 条第４項関係） 

 第   号 

   平成  年  月  日 

市〔区・町・村〕長 印  

         殿 

災害援護資金償還免除不承認通知書 

 平成  年  月  日申出のあった災害援護資金の償還免除については、次

の理由で不承認となりましたのでお知らせいたします。 

 (不承認の理由) 

 なお、申請日現在の状況で今後償還を必要とする額は次のとおりとなってお

り、償還未済額がある場合は、定められた償還期間経過により、償還未済額につ

き年 10.75５％の率で違約金がさらに加算されます。 

元 金     円 

利 子     円 

違約金     円 

合 計     円 

 

 

  



別紙様式第 16 号（規則第 17 条関係） 

氏 名 等 変 更 届 

 

貸付番号  

借 受 人 氏 名  住 所  

連帯保証人 氏 名  住 所  

○で囲むこと 

１ 住 所 変 更 

２ 改 姓 又 は 改 名 

３ 死亡又は行方不明 

４ そ の 他 

（変更の内容） 

 災害援護資金の借用中のところ、上記のとおり変更いたしましたので 

お届けいたします。 

 平成  年  月  日 

             借受人（又は同居の親族） 

              住 所 

              氏 名              ㊞ 

             連帯保証人 

              住 所 

              氏 名              ㊞ 

 市〔区・町・村〕長 殿 

 

 

（注）点線内は貸付けに当たり保証人を不要とする

場合は削除するものとする。 



平成31年1月30日 水曜日 官 報 第 7437 号

◇
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第一
六
号）
（
内
閣
府
本
府）

1

災
害
援
護
資
金
の
償
還
方
法
に、

月
賦
償
還
の
方
法

を
追
加
す
る
こ
と
と
し、

災
害
援
護
資
金
の
月
賦
償
還

は
元
利
均
等
償
還
の
方
法
に
よ
る
こ
と
を
原
則
と
す
る

こ
と
と
し
た。
（
第
七
条
関
係）

2

災
害
援
護
資
金
の
貸
付
け
に
つ
い
て
被
災
者
が
保
証

人
を
立
て
る
こ
と
を
要
し
な
い
こ
と
と
し
た。
（
旧
第
八

条
関
係）

3

災
害
援
護
資
金
の
償
還
に
係
る
違
約
金
の
延
滞
利
率

を
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
引
き
下
げ
る
こ
と
と
し
た。
（
第

九
条
関
係）

4

そ
の
他
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た。

5

施
行
期
日
等

日

こ
の
政
令
の
施
行
に
伴
う
所
要
の
経
過
措
置
を
定

め
る
こ
と
と
し
た。
（
附
則
第
二
項
及
び
第
三
項
関

係）
口

関
係
政
令
に
つ
い
て
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
と

し
た。
（
附
則
第
四
項
関
係）

国

こ
の
政
令
は、

平
成
三
一
年
四
月一
日
か
ら
施
行

す
る
こ
と
と
し
た。

◇
平
成
三
十
年
五
月
二
十
日
か
ら
七
月
十
日
ま
で
の
間
の

豪
雨
及
び
暴
風
雨
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
激
甚
災
害

並
び
に
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
に
関
す

る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第一
七
号）

（
内
閣
府
本
府）

1

平
成
三
0
年
五
月
二
0
日
か
ら
七
月一
0
日
ま
で
の

間
の
豪
雨
及
び
暴
風
雨
に
よ
る
災
害
に
係
る
中
小
企
業

信
用
保
険
法
に
よ
る
災
害
関
係
保
証
の
特
例
の
適
用
期

間
を
平
成一
二
二
年一
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と

し
た。

2

こ
の
政
令
は、

公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た。
◇
文
化
財
保
護
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第」
八
号）
（
文
部
科
学
省）

一

文
化
財
保
護
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

1

都
道
府
県
又
は
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
行
う
文

化
財
保
護
沈
の
規
定
に
よ
る
事
務
に
つ
い
て、

地
方

公
共
団
体
の
長
が
文
化
財
の
保
護
に
関
す
る
事
務
を

畑
本
号
で
公
布
さ
れ
た
澗
澗
鼎

,'d
9,9
,＇_,、'’'_，
法
令
の
あ
ら
ま
し

澗叩

管
理
し、

及
び
執
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
地
方
公
共

団
体
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は、

当
該
都
道
府
県
の

知
事
又
は
市
町
村
の
長
が
行
う
こ
と
と
し
た。
（
第
四

条
及
び
第
五
条
関
係）

2

認
定
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と
と
す
る

こ
と
が
で
き
る
事
務
と
し
て、

建
造
物
で
あ
る
重
要

文
化
財
と
一
体
の
も
の
と
し
て
当
該
重
要
文
化
財
に

指
定
さ
れ
た
土
地
そ
の
他
の
物
件
（
建
造
物
を
除

く。）
の
現
状
変
更
又
は
保
存
に
影
響
を
及
ぼ
す
行
為

（
以
下
「
現
状
変
更
等」

と
い
う。）
に
係
る
許
可
及

び
そ
の
取
消
し
並
び
に
停
止
命
令
等
の
事
務
の
全
部

又
は
一
部
を
規
定
す
る
こ
と
と
し
た。
（
第
六
条
第一

項
関
係）

3

認
定
市
町
村
で
あ
る
町
村
の
教
育
委
員
会
が
行
う

こ
と
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
務
と
し
て、

1
に
規

定
す
る
も
の
の
ほ
か、

二
年
以
内
の
期
限
を
限
つ
て

設
置
さ
れ
る
小
規
模
仮
設
建
築
物
の
新
設、

増
築
又

は
改
築
等
の
現
状
変
更
等
に
係
る
許
可
及
び
そ
の
取

消
し
並
び
に
停
止
命
令
等
の
事
務
の
全
部
又
は
一
部

を
規
定
す
る
こ
と
と
し
た。
（
第
六
条
第
二
項
関
係）

4

文
化
庁
長
官
は`

1
及
び
2
の
事
務
を
認
定
市
町

村
の
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と
と
す
る
場
合
に
は`

当
該
認
定
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と
と
す

る
事
務
の
内
容
及
び
当
該
事
務
を
行
う
こ
と
と
す
る

期
間
を
明
ら
か
に
し
て、

あ
ら
か
じ
め、

当
該
認
定

市
町
村
の
属
す
る
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
（
そ
の

事
務
の
全
部
又
は
一

部
を
行
っ
て
い
る
も
の
に
限

る。）
に
協
議
す
る
と
と
も
に、

当
該
認
定
市
町
村
の

教
育
委
員
会
の
同
意
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
と
し
た。
（
第
六
条
第
三
項
関
係）

5

文
化
庁
長
官
は、

1
及
び
2
の
事
務
を
認
定
市
町

村
の
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と
と
し
た
場
合
に
お
い

て
は、

直
ち
に、

そ
の
旨
並
び
に
当
該
認
定
市
町
村

の
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と
と
す
る
事
務
の
内
容
及

び
当
該
事
務
を
行
う
こ
と
と
す
る
期
間
を
官
報
で
告

示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た。
（
第
六
条
第

五
項
関
係）

6

1
及
び
2
に
よ
り
認
定
市
町
村
が
処
理
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
事
務
の
一
部
を
地
力
自
治
法
第
二
条
第
九

項
第一
号
に
規
定
す
る
第一
号
法
定
受
託
事
務
と
す

る
こ
と
と
し
た。
（
第
八
条
関
係）

地
価
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
が
行
う
地
方
文
化
財
保
護

審
議
会
へ
の
諮
問
に
つ
い
て、

地
方
公
共
団
体
の
長
が

文
化
財
の
保
護
に
関
す
る
事
務
を
管
理
し、

及
び
執
行

l
I

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
場
合
に

あ
っ
て
は、

当
該
都
道
府
県
の
知
事
が
行
う
こ
と
と
し

た。
（
第一
七
条
第
二

項
関
係）

三

地
域
に
お
け
る
歴
史
的
風
致
の
維
持
及
び
向
上
に
関

す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

認
定
町
村
の
教
育
委
員
会
が
行
う
こ
と
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
文
化
財
保
護
法
の
規
定
に
よ
る
事
務
に
つ
い

て、

地
方
公
共
団
体
の
長
が
文
化
財
の
保
護
に
関
す
る

事
務
を
管
理
し、

及
び
執
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
地
方

公
共
団
体
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は、

当
該
認
定
町
村

の
長
が
行
う
こ
と
と
し
た。
（
第
六
条
第一
項
関
係）

四

施
行
期
日

こ
の
政
令
は、

平
成
三
一
年
四
月一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た。

◇
電
波
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第一

九
号）
（
総
務
省）

1

電
波
法
施
行
令
（
平
成一
三
年
政
令
第
二
四
五
号）

の
一
部
を
改
正
し、

第
二
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士
等
の

行
い`

又
は
そ
の
監
督
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
無
線
設

備
の
操
作
の
範
囲
を
拡
大
す
る
こ
と
と
し
た。
（
第
三
条

第一
項
関
係）

2

こ
の
政
令
は、

公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た．

政
令
第
十
六
号

・

災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は、

災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
（
昭

和
四
十
八
年
法
律
第
八
十
二
号）

第
十
五
条
の
規
定
に
基

づ
き、

こ
の
政
令
を
制
定
す
る。

災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和

四
十
八
年
政
令
第
三
百
七
十
四
号）

の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る。

第
七
条
第
三
項
及
び
第
四
項
中
「
又
は
半
年
賦
償
還」

を
「、

半
年
賦
信
還
又
は
月
賦
償
還」

に
改
め
る。

第
八
条
を
削
る。

第
九
条
中
「
第
七
条
第
二
項」

を
「
前
条
第
二
項」

に

改
め、

同
条
を
第
八
条
と
す
る。

第
十
条
中
「
十
・
七
五
パ
ー
セ
ン
ト」

を
「
五
パ
ー
セ

ン
ト」

に
改
め、

同
条
を
第
九
条
と
し、

第
十一
条
を
第

十
条
と
す
る。

第
十
二
条
中
「
保
証
人」

を
「
災
害
援
護
資
金
の
貸
付

け
を
受
け
た
者
の
保
証
人」

に
改
め、

同
条
を
第
十一
条

と
し、

第
十
三
条
を
第
十
て
条
と
し、

第
十
四
条
を
第
十

三
条
と
し、

第
十
五
条
を
第
十
四
条
と
す
る。

附
則
第
二
項
及
び
第
三
項
第
二
号
中
「
が
第
十一
条
第

一
項」

を
「
が
第
十
条
第一
項」

に
改
め
る。

附

則

（
施
行
期
日）

1

こ
の
政
令
は、

平
成
三
十一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

す
る。

（
経
過
措
置）

2

こ
の
政
令
の
施
行
の
日
（
次
項
に
お
い
て
「
施
行
日」

と
い
う。）
前
に
生
じ
た
災
害
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
世

帯
の
世
帯
主
に
対
す
る
災
害
援
護
資
金
の
貸
付
け
に
つ

い
て
は、

こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
前
の
災
害
弔
慰
金
の

支
給
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
八
条
の
規
定
は、

な

お
そ
の
効
力
を
有
す
る。

こ
の
場
合
に
お
い
て、

同
条

第
二
項
中
「
第
十
条」

と
あ
る
の
は、
「
第
九
条」

と
す

る。
平
成
三
十一
年一
月
三
十
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

御

名

御

爾

災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る。

1111111 

政

令

1111111 
晋一

（参考４）
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